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三大湾の比較―地勢

19,34010,65335,530流域人口(千人)

明石海峡（明石市東境界）、紀
淡海峡（和歌山県界）、淡路島
及び本州で囲まれた海域

伊良湖岬から鳥羽市を結ぶ北
側の海域

剣崎から洲崎を結ぶ北側の海域（参考）湾の範囲

5,73718,1537,540流域面積(k㎡)

440394621容積(億ｍ3)

27.516.838.6平均水深(ｍ)

( )は全国比85(14％)79(13％)157(26％)埋立面積(k㎡) (S20.8～H3.3)

140(10％)620(26％)360(31％)－10m以浅面積(k㎡)

( )は水面積に対する割合1,4002,3421,160水域面積(k㎡)

422687780海岸線延長(km)

備 考大阪湾伊勢湾東京湾

資料：伊勢湾ホームページ・伊勢湾データコーナー

法定計画における三大湾沿岸域の位置づけ

○大阪湾沿岸域の総合的な管理
・安全の確保及び環境の保全と創造を図りつつ、海域
又は水際線の有効かつ適切な活用につながり、広域
的・公益的な課題に対応した総合的な利用を推進

○良好な環境の保全と創造

○地域活力の創出

○安全の確保

・古くから東西の海上交通ルートとして利用され、地
域の文化の形成に寄与
・近年ではわが国の経済発展を支える産業、物流等の
場として重要な役割
・安全の確保及び環境の保全と創造を図りつつ、海域
又は水際線の有効かつ適切な活用につながり、広域
的・公益的な課題に対応した総合的な利用を推進

○良好な環境の保全と創造

○地域活力の創出

○安全の確保

○東京湾沿岸域の役割
・工業、漁業、陸上・海上交通、生活、海洋性レクリ
エーション等の場
・首都圏の経済社会の発展、国際交流の進展、市民生活
の向上に寄与
・首都圏の気候緩和、水循環等に寄与
（今後）
・世代を超えた長期的な視点からその潜在的可能性を将
来にわたって発揮させうる利用を図っていく
・いわば「緑と青の回廊」のような空間を形成
・発生しつつある遊休地を積極的に評価し、弾力的な利
用方策を検討
○東京湾沿岸域整備の課題とその対応
①自然環境の保全と良好な環境の創造
②地域活力の創出
③安全でゆとりある生活空間の創出

第５次近畿圏基本整備計画第４次中部圏基本開発整備計画第５次首都圏基本計画

大阪湾沿岸域伊勢湾沿岸域東京湾沿岸域

法定計画における三大湾沿岸域の位置づけと三大湾の地勢
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資料：伊勢湾総合対策協議会「伊勢湾ホームページ」

資料：財団法人 大阪湾ベイエリア開発推進機構ホームページ

三大湾臨海地域の埋め立ての変遷

東京湾

伊勢湾

大阪湾

名古屋港

四日市港

資料：
「平成14年度 東京湾臨海部の機能集積と環境形成に関する調査」国土交通省都市・地域整備局
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自然公園の分布

資料：三重県、愛知県「環境白書（平成10年版）」より作成

出典：第五港湾建設局「伊勢湾の現況」

東京湾及び伊勢湾臨海地域の自然環境

公園・緑地及び藻場・干潟等東京湾 伊勢湾

資料：
「平成14年度 東京湾臨海部の機能集積と環境形成に関する調査」国土交通省都市・地域整備局
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東京湾臨海地域の都市計画と「都市環境ｲﾝﾌﾗの将来像」

用途地域 首都圏の都市環境ｲﾝﾌﾗの将来像

用途地域
指定なし
第1種低層住居専用地域
第2種低層住居専用地域
第1種中高層住居専用地域
第2種中高層住居専用地域
第1種住居地域
第2種住居地域
準住居地域
近隣商業地域
商業地域
準工業地域
工業地域
工業専用地域

0 5 10 15 20 km

資料
千葉県：千葉県都市計画データベースシステム
東京都：東京都都市計画地理情報システム
川崎市：川崎市都市計画情報システム
横浜市：横浜市都市計画情報システム
横須賀市・三浦市：神奈川県都市情報システム
上記データにより（財）日本開発構想研究所で出力した。
注：本図は各都県市により作成年次が異なることなどから
　　現在の指定の状況を反映していない可能性があります。
　　詳細データについては自治体発行の都市計画図等をご
　　参照ください。

資料：「首都圏の都市環境ｲﾝﾌﾗのｸﾞﾗﾝﾄﾞﾃﾞｻﾞｲﾝ」
資料：
「平成14年度 東京湾臨海部の機能集積と環境形成に関する調査」国土交通省都市・地域整備局
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三大湾臨海地域の広域インフラ整備状況（空港、港湾、道路、鉄道）

神戸港

神戸空港

関西国際空港

大阪港

伊丹空港

名古屋港

四日市港

中部国際空港

東京港

羽田空港

横浜港

東京湾 大阪湾

伊勢湾

都市再生緊急整備地域

0 10 20 km
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東京湾臨海地域における人口、産業等の変化（1980年→2003年）

1980年 2003年
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東京湾臨海地域の製造品出荷額 首都圏全体に対するシェア

東京湾臨海自治体の製造品出荷額の推移 （兆円）
1980 1985 1990 1995 2000 2003

臨海自治体 21 21 21 18 17 16
首都圏 72 91 110 100 95 81
全国 212 265 323 306 300 274

＜神奈川県＞
横浜市鶴見区

神奈川区
西区
中区
磯子区
金沢区

川崎市川崎区
横須賀市

＜東京都＞
港区
江東区
品川区
大田区
江戸川区

＜千葉県＞
千葉市
市川市
船橋市
木更津市
習志野市
市原市
君津市
富津市
浦安市
袖ケ浦市

注）東京湾臨海自治体は下記のとおりとする。

注）首都圏：茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県

資料：工業統計をもとに国土交通省都市･地域整備局作成

製造品出荷額　首都圏全体に占めるシェアの推移
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調査対象地域
幹線道路より海側

市区

未利用・低利用の土地等

過去10年間に土地利用が生じた土地

今後土地利用転換が想定される土地

現在未利用・低利用の土地（3ha以上）

東京湾臨海地域の低・未利用地

東京湾臨海地域の
幹線道路より海側（大部分が埋立地）
324k㎡のうち、
3ha以上の低・未利用地の合計面積は

約2,020ha（平成14年時点）となっている。

資料：平成14年度「東京湾の機能集積と環境創造に関する調査

横浜・川崎臨海地域※における遊休地等の
面積は、平成13年度から16年度にかけて

約１/３に減少した。
※横浜・川崎臨海地域：横浜市神奈川区及び鶴見区並びに川崎市川
崎区のうち、ＪＲ東海道線より海側の地域

資料：平成14年度「東京湾の機能集積と環境創造に関する調査

資料：「京浜臨海部における遊休地・低未利用地の状況について」
京浜臨海部再編整備協議会
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東京湾及び大阪湾臨海地域の最近の土地利用転換の主な事例

東京湾 大阪湾

製鉄所→大型商業施設
30.7ｈａ（Ｈ18）

製鉄所→大型商業施設
30.7ｈａ（Ｈ18）

発電所→プラズマ
ディスプレイ工場
15.5ha（Ｈ17)

発電所→プラズマ
ディスプレイ工場
15.5ha（Ｈ17)

製鋼所→テーマ
パーク
54ha
（Ｈ13）

製鋼所→テーマ
パーク
54ha
（Ｈ13）

埠頭用地→大学
14.6ha（Ｈ19予）

埠頭用地→大学
14.6ha（Ｈ19予）

発電所→硝子工場
28ha（Ｈ20予）

発電所→硝子工場
28ha（Ｈ20予）

工場用地→尼崎21
世紀の森

工場用地→尼崎21
世紀の森

工場用地→物流施設
4.9ha（Ｈ17)

工場用地→物流施設
4.9ha（Ｈ17)

工場用地→
物流施設
4.6ha

（Ｈ16）

工場用地→
物流施設
4.6ha

（Ｈ16）

千葉県川崎町地区
製鉄所→商業,スポーツ等

200ha （H17）

江東区東雲地区
製鋼所用地→住宅

17ha(H15)

豊洲2～3丁目地区

造船所→複合施設
40ha（H18)

汐留シオサイト
鉄道操車場→業務等

31ha（Ｈ20予）
芝浦4丁目地区

交通用地→住宅
7ha（Ｈ19予）

東品川4丁目地

区
たばこ工場→

商業
8ha（Ｈ17）

鶴見末広地区
製鉄所→研究開発拠点

5.4ha（Ｈ14）

山之内地区
造船所→住宅等
9.6ha（Ｈ20予）


